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国立大学法人横浜国立大学事業報告書 

 

「 Ⅰ  は じ め に 」  

横 浜 国 立 大 学 は 、 １ ８ ７ ４ 年 の 教 員 養 成 所 の 設 置 を 源 流 と し 、 神 奈 川 県 で 唯 一

の 国 立 大 学 と し て ６ ８ 年 の 歴 史 を も つ 。  

本 学 は 、 「 実 践 的 学 術 の 国 際 拠 点 」 と し て 、 先 進 的 ・ 実 践 的 な 「 知 」 の 発 見 並

び に 創 造 性 と 国 際 性 豊 か な 教 育 研 究 を 推 進 し て い る 。 ま た 、 法 人 化 に 際 し て 「 実

践 性 」 、 「 先 進 性 」 、 「 開 放 性 」 、 「 国 際 性 」 を ４ つ の 精 神 と し て 大 学 の 憲 章 に

掲 げ て い る 。  

第 ３ 期 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 期 間 の ２ 年 目 に 当 た る 平 成 ２ ９ 年 度 は 、 同 目 標 ・ 計

画 に 掲 げ た 業 務 運 営 及 び 教 育 研 究 等 の 達 成 を 目 指 し て 着 実 に 邁 進 し た 。  

業 務 運 営 面 で は 、伝統的な強みと特色により国際都市横浜発のグローバルな貢献を成し

得る国立大学として、その責務を一層果たしていくことを目指し、教育研究機能を更に充実・

強化した。 

教 育 面 で は 、 理 工 学 府 の 設 置 計 画 及 び 環 境 情 報 学 府 の 組 織 改 編 計 画 が 認 め ら

れ 、平 成 ３ ０ 年 度 か ら 両 学 府 に お い て 社 会 の ニ ー ズ に 即 し た 新 た な 教 育 プ ロ グ ラ

ム を 実 施 す る と と も に 、 既 存 の 学 部 ・ 大 学 院 も 相 互 に 連 携 し な が ら 、 多 様 な 業 界

で 新 し い 価 値 の 創 造 や 技 術 革 新 を 導 く こ と の で き る 付 加 価 値 の 高 い 人 材 を 育 成

す る 体 制 を 整 備 し た 。  

研究面では、リスク共生学の社会への発信に当たり、①国際共著論文の国際誌への投稿、

②国際会議の開催（研究ユニット主催・先端科学高等研究院主催）及び研究成果発表を実施

した。 

また、リスク共生学に関する国際共著論文等の数については、平成２９年度において６研

究ユニットから計２２編が発表された。 

社 会 連 携 他 の 面 で は 、 留学生向けのグローバルな専門型教育を行う横浜グローバル教

育プログラム（YGEP）を運用開始し、新興国を始めとし、海外で実施された留学フェアに参

加した。また、モンゴル、ベトナムの教育機関へ教員を派遣し、留学生受け入れ促進に取り

組んだ。その結果、留学生数が１，０１４名（１１月１日現在、研究生、特別聴講学生、特

別研究学生含む）となった。なお、本学の留学生数は初めて１，０００名を超えた。また、

２０１７年６月にプ リ ン ス ・ オ ブ ・ ソ ン ク ラ 大 学 プ ー ケ ッ ト キ ャ ン パ ス （ タ イ ） 、

８月にポートランド州立大学（アメリカ）と国際ブランチ（海外協働教育研究拠点）設置に

関する協定を締結するなど、さらに国際交流を活発化させた。 

 財 務 面 で は 、 宿 舎 経 費 の 抑 制 を 目 的 と し た 留 学 生 ・ 外 国 人 研 究 者 等 宿 舎 整 備 の

実 施 に 伴 い 、 民 間 資 金 活 用 に よ る 留 学 生 ・ 外 国 人 研 究 者 等 宿 舎 整 備 事 業 （ 常 盤 台

イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル レ ジ デ ン ス 整 備 ・ 運 用 事 業 ） の 基 本 契 約 を 締 結 し た 結 果 、 常

盤 台 宿 舎 を 廃 止 し た 。  

 

「Ⅱ 基本情報」  

１．目標  

  横浜国立大学は、文明開化の発信地であり高度の産業が集積する横浜に生まれ育った高等



 

- 2 - 
 

教育機関として、自由な学風の下、実践性・先進性・開放性・国際性を精神とする教育と研究

により、社会の中核となって活躍する多くの人材を育成し、社会基盤を支える研究成果の発信

で社会に貢献してきた。 

 現在、我が国だけでなく、世界の持続的発展にとって障害となる諸課題が顕在化してきてい

る。社会が直面する諸課題の解決に国際的視点から貢献するイノベイティブな人材を育成し、

新たな「知」を創造・発信する。人々や社会に応えていくべき大学の使命は、過去に比べて極

めて高く、重くなっている。 

  そこで、本学は、「人々の福祉と社会の持続的発展に貢献する」ことを大学の理念として、

「創造性ある高度専門職業人養成」を責務とし、「実践的学術の国際拠点」として充実するこ

とを大学全体の目標として掲げ、上記の課題等に積極的に応える方針を共有し、国立大学とし

ての社会的責任を果たすことを目指す。同時に学内の各組織は、それぞれが担うべき意義と使

命を明らかにして目標を定め、大学諸機能を着実に進化させる。特に各教育組織においては、

教育目標すなわち育成人材像を示してその体系的教育を実施する。 

  全国大学の中で本学が担うべき機能・役割は、「創造性ある高度専門職業人養成」と「実践

的学術の国際拠点」を掲げ、大学の個性を伸ばし、高度の研究をベースにした教育を行うこと

である。また、国立大学としての公共性を踏まえつつ、人々と社会に寄与する「社会貢献」の

役割を担っていく。  

 

２．業務内容  

（１）教育・学生支援 

 教育学部、経済学部、経営学部、理工学部、都市科学部の５学部及び教育学研究科（修士課

程）、国際社会科学府（博士前期・後期課程）、工学府（博士前期・後期課程）、環境情報学

府（博士前期・後期課程）、都市イノベーション学府（博士前期・後期課程）の５大学院にて

教育を行っている。 

 学士課程においては、『ＹＮＵイニシアティブ』を教育方針とし、これを具現化するために

カリキュラム・マップ及びカリキュラム・ツリーを作成して実践的な教育活動を行っている。

修士・博士課程においても『ＹＮＵイニシアティブ（大学院版）』により、本学大学院教育課

程の教育方針やシステムを広く社会に公表している。  

 更に、学内組織を横断した、統合的海洋教育・研究センター等の「センター組織」を複数設

置し、本学の特徴である文理融合的な教育にも力を入れている。 

 学生支援については、奨学金や本学独自の授業料免除などの経済的支援を積極的に行うほ

か、ＹＮＵ学生ポートフォリオシステムの導入やコンタクト教員制度の導入等により学生の

勉学意欲を高め、教育成果の向上に資する様々な取組を行っている。 

 

（２）研究 

  研究者が所属する教育学部、国際社会科学研究院、工学研究院、環境情報研究院、都市イノ

ベーション研究院にて、学界の最先端の研究を行っている。研究活動への取組「ＹＮＵリサー

チイニシアティブ」を掲げ、各研究組織においては、様々なプロジェクト制度を設け、先進的

な研究や複数の領域を融合した学際研究等を支援する仕組みを構築している。更に未来情報

通信医療社会基盤センター等の各研究組織の枠を超えた領域横断的な学際研究を行う「セン
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ター組織」を設け、学内及び外部の競争的資金を用いて、センターにおける研究の活性化に努

めている。 

（３）社会連携・貢献 

 大学憲章にある４つの精神のうちの１つに「実践性」を掲げ、国際社会・国・地域・市民・

産業界のニーズに応える教育と研究を行い、２１世紀の知識基盤社会の中核として大学の社

会的使命を果たすことを目標としている。教育・研究・産学連携・社会貢献において、教職員・

学生が国際社会や地域社会と向き合いながら行動することにより、互いの能力を高めつつ、横

浜市などの地元自治体と連携協定を締結するなど連携強化に努めている。このほか、公的研究

機関や民間企業等と包括連携協定の締結や連携協議会開催により、企業との共同研究、人材交

流・育成、教育研究協力を推進している。 

 

（４）国際化 

 大学憲章にある４つの精神のうちの１つとして「国際性」を掲げ、世界に開かれた教育・教

育活動の一環として、海外の大学と学術交流協定を締結するなど各種の国際交流事業を活発

に行っている。また、これらの事業に対して、本学独自の奨学金等により様々な支援を行うた

め「国際戦略推進機構」を中心として、国際戦略の企画立案、戦略的なグローバル人材の育

成、国際学術研究及び国際連携を推進し、２１世紀知識基盤社会の発展に貢献し得る創造性

に富み、高い倫理観のもとに国際的視点から活躍できる指導的実践的な人材の育成に取り組

んでいる。  

 

３．沿革  

明治 ９年 ４月 横浜師範学校 

  大正 ９年   １月 横浜高等工業学校 

  大正１２年１２月 横浜高等商業学校 

  昭和２４年 ５月 横浜国立大学 

  平成１６年 ４月   国立大学法人横浜国立大学  

 

４．設立根拠法  

 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課）  

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）  
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６．組織図  

教育学部  

経済学部  

経営学部  

理工学部  

都市科学部  

教育学研究科  

国際社会科学府・国際社会科学研究院  

工学府・工学研究院  

環境情報学府・環境情報研究院  

都市イノベーション学府・都市イノベ

ーション研究院  

先端科学高等研究院  

附属図書館  

保健管理センター  

情報基盤センター  

機器分析評価センター  

高大接続・全学教育推進センター  

男女共同参画推進センター  

国際教育センター  

未来情報通信医療社会基盤センター  

地域実践教育研究センター  

統合的海洋教育・研究センター  

成長戦略研究センター  

リスク共生社会創造センター  

研究推進機構  

情報戦略推進機構  

国際戦略推進機構  

地域連携推進機構  

企画戦略本部  

事務局  

 

 

７．所在地  

本部 神奈川県横浜市保土ケ谷区常盤台  

 

 

 

横 

浜 

国 

立 

大 

学 

附属アジア経済社会研究セン

ター  

附属臨海環境センター  

ＲＩ教育研究施設  

教育相談・支援総合センター  

附属鎌倉小学校  

附属横浜小学校  

附属鎌倉中学校  

附属横浜中学校  

附属特別支援学校  

附属教育デザインセンター  

附属高度理科教員養成センター  

平塚教場  

野外教育実習施設  

 

産学官連携推進部門  

研究戦略推進部門  

企画推進部門  

基盤教育部門  
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８．資本金の状況  

９７，４９４，６５４，６２０円（全額 政府出資）  

 

９．学生の状況 

総学生数  ９，７５６人 

学士課程  ７，４５８人 

修士課程  １，７６７人 

博士課程    ４６７人 

専門職学位課程    ６４人 

 

１０．役員の状況  

 

役職  氏名  任期  経歴  

学 長  長谷部勇一  平成２７年４月１日 

～平成３１年３月３１日  

昭和 59 年 4 月  横浜国立大学経済学部助教授 

平成 8 年 4 月  横浜国立大学経済学部教授 

平成 15 年 4 月 

～平成 16 年 3 月 横浜国立大学学長補佐 

平成 16 年 4 月 

～平成 18 年 3 月  国立大学法人 

        横浜国立大学経済学部長 

平成 19 年 4 月   

～平成 21 年 3 月  国立大学法人 

         横浜国立大学情報基盤センタ

ー長 

平成 23 年 4 月    
～平成 25 年 3 月 国立大学法人 

横浜国立大学大学院国際社会

科学研究科長 

平成 25 年 4 月 

～平成 27 年 3 月 国立大学法人 

        横浜国立大学情報基盤センタ

ー長 

平成 27 年 4 月  国立大学法人 

        横浜国立大学長  

理 事 

（総務 

担当）  

大門 正克  平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３１日  

昭和 57 年 4 月  一橋大学経済学部助手 

昭和 58 年 4 月  大月短期大学講師 

昭和 62 年 4 月  大月短期大学助教授 

平成 5 年 4 月  都留文科大学文学部助教授 

平成 6 年 10 月  都留文科大学文学部教授 

平成 13 年 4 月  横浜国立大学経済学部教授 

平成 20 年 4 月 

～平成 22 年 3 月 国立大学法人横浜国立大学 

               経済学部長 

平成 25 年 4 月  国立大学法人横浜国立大学 

                 大学院国際社会科学研究院 
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教授 

平成 27 年 4 月  国立大学法人 

          横浜国立大学理事  

理 事 

(研究・

評価 

担当 ) 

森下 信  平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３１日  

昭和 58 年 4 月   豊橋技術科学大学開発センタ

ー助手 

昭和 60 年 4 月  豊橋技術科学大学工学部助手 

昭和 60 年 10 月 横浜国立大学工学部助教授 

平成 9 年 7 月  横浜国立大学工学部教授 

平成 13 年 4 月   横浜国立大学大学院環境情報 

研究院教授   

平成 18 年 4 月 

～平成 21 年 3 月 国立大学法人横浜国立大学  

        共同研究推進センター長 

平成 21 年 4 月   

～平成 23 年 3 月 横浜国立大学工学部主事 

平成 23 年 4 月 

～平成 27 年 3 月  国立大学法人横浜国立大学 

               大学院環境情報研究院長 

平成 27 年 4 月  国立大学法人 

          横浜国立大学理事  

理 事 

( 国 際 ･

地 域 ・

広報 

担当 ) 

中村 文彦  平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３１日  

平成元年 4 月    東京大学工学部助手 

平成 4 年 4 月     

～平成 6 年 4 月 アジア工科大学助教授（タイ

国派遣） 

平成 7 年 4 月  横浜国立大学工学部助教授 

平成 13 年 4 月  横浜国立大学大学院環境情報 

研究院助教授 

平成 16 年 12 月 国立大学法人横浜国立大学  

大学院環境情報研究院教授  

平成 18 年 4 月  国立大学法人横浜国立大学 

大学院工学研究院教授  

平成 23 年 4 月  国立大学法人横浜国立大学 

大学院都市イノベーション 

研究院教授 

平成 25 年 4 月   

～平成 27 年 3 月 国立大学法人横浜国立大学 

大学院都市イノベーション 

研究院長 

平成 27 年 4 月    国立大学法人 

               横浜国立大学理事  
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理 事 

(財務・

施設  
担当）  

箱田 規雄  平成２９年４月１日 

～平成３１年３月３１日  

昭和 61 年 7 月 文部省 

平成 14 年 4 月 文部科学省大臣官房会計課国立

学校特別会計調査官 

平成 21 年 4 月 同 会計課財務分析評価企画官 

平成 22 年 4 月 文化庁長官官房政策課会計室長 

平成 26 年 4 月 国立大学法人高知大学 

理事・事務局長 

平成 29 年 4 月   国立大学法人 

横浜国立大学理事  

監 事  内野 淳子  平成２８年４月１日 

～平成３２年８月３１日  

昭和 56 年 4 月 労働省 

平成 9 年 7 月 同 大阪婦人（女性）少年室長 

平成 11 年 4 月 同 大臣官房総務課広報室長 

平成 12 年 7 月 内閣官房内閣調査官 

平成 13 年 1 月 同 内閣参事官 

平成 14 年 8 月 厚生労働省雇用均等・児童家庭

局短時間・在宅労働課長 

平成 16 年 7 月 岡山県副知事 

平成 18 年 7 月 独立行政法人労働政策研究・研

修機構労働大学校副校長 

平成 20 年 7 月 厚生労働省大臣官房統計情報部

企画課長 

平成 21 年 7 月 同 中央労働委員会事務局次長 

平成 23 年 7 月 内閣府経済社会総合研究所総括

政策研究官 

平成 25 年 7 月 厚生労働省中央労働委員会事務

局次長 

平成 27 年 10 月 独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構障害者職業総

合センター研究主幹 

平成 28 年 4 月 国立大学法人 

        横浜国立大学監事  

監 事  佐藤 一雄  平成２８年４月１日 

～平成３２年８月３１日  

昭和 45 年   株式会社日立製作所中央研究所 

平成 4 年 2 月 株式会社日立製作所機械研究所 

平成 6 年 6 月  名古屋大学工学部教授 

平成 9 年 4 月  名古屋大学工学研究科教授 

平成 18 年 4 月 東京工業大学客員教授（兼任） 

平成 24 年 4 月 名古屋大学名誉教授 

愛知工業大学教授 

平成 26 年 4 月 国立大学法人 

横浜国立大学監事  

 

１１．教職員の状況 

教員 常勤７１４人（うち附属１２６人）、 

     非常勤１，３５０人（うち附属５０人） 
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  職員 常勤３０３人（うち附属５人） 

     非常勤４６２人（うち附属３０人） 

 

  （常勤教職員の状況）                          

常勤教職員は前年度比で９人（０．９％）増加しており、平均年齢は４４．８歳（前

年度４４．６歳）となっている。このうち、国からの出向者は０人、地方公共団体から

の出向者０人、民間からの出向者は１人である。  

 

「Ⅲ 財務諸表の概要」  

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。）  

１． 貸借対照表  

（http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf）  

（単位：百万円）  

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額等 

  構築物 

   減価償却累計額等 

  工具器具備品 

   減価償却累計額等     

その他の有形固定資産 

 その他の固定資産 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

104,177 

103,027 

73,949 

35,396 

△15,873 

2,982 

△1,715 

9,778 

△8,300 

6,811 

1,149 

 

2,794 

2,419 

375 

 

固定負債 

 資産見返負債 

引当金 

  退職給付引当金 

  その他の引当金 

 その他の固定負債 

 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 その他の流動負債 

11,258 

9,615 

6 

2 

4 

1,636 

 

4,308 

72 

4,235 

負債合計 15,567 

純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

その他の純資産 

97,494 

97,494 

△6,473 

378 

5 

純資産合計 91,404 

資産合計 106,971 負債純資産合計 106,971 
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２．損益計算書  

（http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf）  

（単位：百万円）  

 金額 

経常費用（A） 18,025 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

17,242 

1,868 

1,311 

283 

11,685 

2,094 

766 

1 

15 

経常収益(B) 18,131 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 その他の収益 

8,024 

5,965 

4,142 

臨時損益(C) △1 

目的積立金取崩額(D) - 

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 104 

 

３． キャッシュ・フロー計算書  

（http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf）  

 

（単位：百万円）    

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 820 

 人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 その他の業務収入 

△12,151 

△4,120 

8,093 

5,592 

3,405 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △332 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △161 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 325 

Ⅵ資金期首残高(F) 1,663 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 1,989 
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４． 国立大学法人等業務実施コスト計算書  

（http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf）  

（単位：百万円）  

 金額 

Ⅰ業務費用 8,785 

  損益計算書上の費用  

（控除）自己収入等 

18,052 

△9,266 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 

Ⅲ損益外減損損失相当額 

Ⅳ損益外利息費用相当額 

Ⅴ損益外除売却差額相当額 

Ⅵ引当外賞与増加見積額 

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 

Ⅷ機会費用 

Ⅸ（控除）国庫納付額 

 

1,109 

54 

0 

97 

10 

△247 

40 

- 

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト 9,849 

 

５．財務情報  

  （１）財務諸表に記載された事項の概要  

    ① 主要な財務データの分析  

      ア．貸借対照表関係  

      （資産合計）  

平成２９年度末現在の資産合計は、対前年度６７７百万円（０．６％）（以下、特に

断りがない限り対前年度比・合計）減の１０６，９７１百万円となっている。  

主な増加要因としては、施設整備費補助金による生産工学科棟（機械工学・材料棟）

の改修などにより建物が３５９百万円（１．０％）増の３５，３９６百万円になった

こと、余裕資金の運用による投資有価証券勘定が２３７百万円（３４．８％）増の９

２０百万円となったことなどが挙げられる。  

また、主な減少要因としては、有形固定資産全体の減価償却による減が１，７８１

百万円（７．４％）増の２５，９６９百万円になったことなどが挙げられる。  

 

      （負債合計）  

平成２９年度末現在の負債合計は、対前年度２３１百万円（１．５％）減の１５，

５６７百万円となっている。  

主な増加要因としては、運営費交付金の業務達成基準の適用等により運営費交付金

債務が８百万円から７２百万円になったことが挙げられる。  

また、主な減少要因としては、平成３０年度終了のリース契約があることにより長

期未払金が１３４百万円（７１．４％）減の５４百万円になったこと、減価償却等に

より資産見返負債が２３３百万円（２．３％）減の９，６１５百万円となったことな

どが挙げられる。  
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      （純資産合計）  

平成２９年度末現在の純資産合計は、対前年度４４６百万円（０．５％）減の９１，

４０４百万円となっている。  

主な増加要因としては、施設整備費補助金を財源とした資産の取得などによる資本

剰余金の３２８百万円（３．２％）増が挙げられる。  

また、主な減少要因としては、出資及び譲与資産の減価償却、除却による資本剰余

金の減８８２百万円（５．４％）が挙げられる。  

 

      イ．損益計算書関係  

      （経常費用）  

平成２９年度の経常費用は１５５万円（０．９％）増の１８，０２５百万円となっ

ている。主な費目別増減は、教育経費が１７５百万円（８．６％）減の１，８６８百

万円、研究経費が２０２百万円（１８．３％）増の１，３１１百万円、教育研究支援

経費が１７２百万円（３７．８％）減の２８３百万円、受託研究費が５６百万円（３．

９％）減の１，４００百万円、共同研究費が７９百万円（２０．０％）増の４７６百

万円、人件費（役員・教員・職員）が１７６百万円（１．５％）増の１１，６８５百

万円、一般管理費が５５百万円（７．８％）増の７６６百万円となっている。  

主な増加要因としては、研究経費では生産工学科棟の改修が行われたことにより移

設撤去費が１８７百万円の増、共同研究費は外部資金獲得に努めたことなどによる執

行増に伴い備品費が１７百万円の増などとなっている。  

また、主な減少要因としては、前年度は経済学部講義棟 2 号館の完成があったため

教育経費による移設撤去費が４７百万円の減、図書の除却が減ったため教育研究支援

経費が６１百万円の減などが挙げられる。  

 

      （経常収益）  

平成２９年度の経常収益は３９５百万円（２．２％）増の１８，１３１百万円とな

っている。  

主な増加要因としては、予算の新規獲得増に努めたことなどにより共同研究収益が

７８百万円（１９．８％）増、同じく受託事業等収益が３４百万円（１８．９％）増

となっていることなどが挙げられる。  

また、主な減少要因としては、前年度は前中期目標期間繰越積立金として繰り越し

ていた退職手当等の支出がなくなったことにより目的積立金取崩益が１８９百万円

（１００％）減となったことなどが挙げられる。  

       

（当期総損益）  

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損２６百万円を計上してい

る。臨時利益として固定資産除却損に対応する資産見返負債戻入２４百万円等を計上

した結果、平成２９年度当期総損益は５０百万円（９１．６％）増の１０４百万円と

なっている。  
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      ウ．キャッシュ・フロー計算書関係  

      （業務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成２９年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１９３百万円（３０．９％）減の８２０

百万円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金収入が１５８百万円（２．０％）増の８，０９３百万円

になったこと、受託事業収入が８９百万円（５９．３％）増の２３９百万円になったこと、寄附

金収入が６６百万円（１８．０％）増の４３６百万円になったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、補助金等収入が１１６百万円（３６．２％）減の２０５百万円

となったことなどが挙げられる。 

 

      （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

平成２９年度の投資活動によるキャッシュ・フローは５１２百万円（６０．６％）

減の△３３２百万円となっている。  

主な増加要因としては、施設費による収入が６４８百万円（２４２．１％）増の９

１６百万円となったこと、定期預金の払い戻しによる収入が５３９百万円（４５．０％）

増の１，７３６百万円となったことなどが挙げられる。  

また、主な減少要因としては、有価証券の売却による収入が５４０百万円（６７．

５％）減の２６０百万円となったこと、定期預金等への支出が△３９４百万円（３４．

７％）減の△１，５３０万円となったこと、有形固定資産の取得による支出が△１８

８百万円（１７．７％）減の１，２５１百万円となったことなどが挙げられる。  

 

      （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成２９年度の財務活動によるキャッシュ・フローは前年度とほぼ同額の△１６１

百万円となっている。  

 

      エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係  

      （国立大学法人等業務実施コスト）  

平成２９年度の国立大学法人等業務実施コストは３５１百万円（３．４％）減の９，

８４９百万円となっている。  

主な増加要因としては、業務費が８７百万円（０．５％）増の１７，２４２百万円

となったこと、損益外除売却差額相当額が９５百万円（８２４１．４％）増の９７百

万円となったことが挙げられる。  

また、主な減少要因としては、共同研究収益が７８百万円（１９．８％）増の４７

６百万円となったこと、引当外退職給付増加見積額が３６１百万円 (３１９ .０％ )減の

△２４７百万円となったことなどが挙げられる。  
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(表 ) 主要財務データの経年表                   （単位：百万円） 

区分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

資産合計 112,501 110,747 109,343 107,649 106,971 

負債合計 18,166 17,057 16,485 15,798 15,567 

純資産合計 94,335 93,690 92,858 91,850 91,404 

経常費用 16,790 17,692 17,720 17,869 18,025 

経常収益 16,954 17,729 17,788 17,736 18,131 

当期総損益 25 34 280 54 104 

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,174 995 728 626 820 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,138 △1,303 △1,432 △844 △332 

財務活動によるキャッシュ・フロー △145 △144 △142 △157 △161 

資金期末残高 3,338 2,885 2,039 1,663 1,989 

国立大学法人等業務実施コスト 10,431 10,625 10,427 10,200 9,769 

（内訳）      

  業務費用 8,610 9,317 9,037 8,847 8,705 

    うち損益計算書上の費用 16,990 17,711 17,756 17,885 18,052 

     うち自己収入 △8,380 △8,393 △8,719 △9,038 △9,346 

損益外減価償却相当額 1,229 1,242 1,165 1,161 1,109 

損益外減損損失相当額 － - - - 54 

損益外有価証券損益相当額（確定） － - - - - 

損益外有価証券損益相当額（その他） － - - - - 

損益外利息費用相当額 0 0 0 0 0 

損益外除売却差額相当額 226 34 37 1 97 

 引当外賞与増加見積額 61 26 4 18 10 

 引当外退職給付増加見積額 △326 △365 181 113 △247 

 機会費用 629 369 - 59 40 

 （控除）国庫納付額 － - - - - 

     

    ② セグメントの経年比較・分析  

ア． 業務損益  

大学セグメントの業務損益は１０４百万円増の１，４８８百万円となっている。施設費収益が

１６３百万円増となったこと、教育研究支援経費が１７２百万円減となったことなどが主な要因

である。 

附属学校セグメントの業務損益は前年度とほぼ同額の△４８４百万円となっている。寄附金収

益が１２百万円増となったこと、人件費が９百万円増となったことなどが主な要因である。 

法人共通セグメントの業務損益は１３５百万円増の△８９７百万円となっている。受託研究費

の１１４百万円減をはじめとした、業務費が２８５百万円減になったことが主な要因である。 
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 (表 ) 業務損益の経年表                                            (単位：百万円) 

区分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

大学 1,736 1,543 1,481 1,383 1,448 

附属学校 △583 △522 △488 △483 △484 

法人共通 △989 △983 △924 △1,032 △897 

合計 164 37 67 △132 106 

       
 

イ． 帰属資産  
大学セグメントの総資産は２４８百万円減の２１，２７３百万円となっている。こ

れは、建物の取得による増加額６６６百万円よりも減価償却等の減少額が７２３百万
円と上回っていることなどが主な要因である。  

附属学校セグメントの総資産は１０１百万円減の２０，５７５百万円となっている。
これは建物について取得による増加額１百万円より減価償却等による減少額が９９
百万円と上回ったことなどが主な要因である。  

法人共通セグメントの総資産は３２７百万円減の６５，１２２百万円となっている。
これは投資有価証券の２３７百万円増および建物の取得額１２百万円より減価償却
による減少額が３４９百万円、常盤台宿舎の廃止に伴う除却が５４百万円と上回った
ことなどが主な要因である。 

 
 

 (表) 帰属資産の経年表                           (単位：百万円) 

区分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

大学 23,610 22,718 22,322 21,522 21,273 

附属学校 20,844 20,845 20,768 20,676 20,575 

法人共通 68,045 67,184 66,252 65,450 65,122 

合計 112,501 110,747 109,343 107,649 106,971 

 

    ③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等  

当期総利益１０４，８４９，２９８円のうち中期計画の使途において定めた安全で

安心な教育研究活動を推進するための基盤的整備・充実及び戦略的な大学改革に必要

となる業務運営の改善に充てるため、１０４，８４９，２９８円を目的積立金として

申請している。  

 

 

（２）重要な施設等の整備等の状況  

①  当事業年度中に完成した主要施設等  

・生産工学科棟（機械工学・材料棟）（改修）：総額８７５百万円（うち当事業年度執

行額８４６百万円）  

・エネルギーセンター屋上防水（改修）：総額１４百万円 

・常盤台団地フットサル場等囲障（改修）：総額２２百万円 

 

    ②  当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充  

・常盤台団地構内排水管（改修）：総額１０２百万円（うち当事業年度執行額９６百万

円） 
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③  当事業年度中に処分した主要施設等  

   ・常盤台宿舎の除却  

（取得価格９２百万円、減価償却累計額３８百万円、減損損失累計額５３百万円） 

 

    ④  当事業年度において担保に供した施設等  

    該当無し  

 

（３）予算及び決算の概要  

 

                            (単位：百万円) 

区分 

 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 17,609 18,717 17,922 18,702 17,019 17,911 15,747 17,285 16,898 18,053  

運営費交付金収入 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

8,120 

285 

5,786 

－  

3,417 

9,381 

299 

5,757 

－  

3,279 

8,542 

850 

5,739 

－  

2,790 

8,599 

979 

5,654 

－  

3,468 

8,213 

417 

5,662 

- 

2,727 

8,317 

519 

5,585 

- 

3,488 

7,853 

147 

5,588 

- 

2,157 

7,934 

322 

5,583 

- 

3,444 

8,030 

134 

5,552 

- 

3,182 

8,101 

205 

5,592 

- 

4,155 

そ の 他 収 入 の

差 額 は 産 学 連

携 等 収 入 の 増  

支出 17,609 18,253 17,922 17,581 17,019 17,421 15,747 17,116 16,898 17,694  

教育研究経費 

  診療経費 

一般管理費 

補助金等 

その他支出 

14,229 

－  

－  

285 

3,094 

14,978 

－  

－  

380 

2,894 

14,726 

－  

－  

850 

2,346 

14,271 

－  

－  

958 

2,351 

14,322 

- 

- 

417 

2,280 

14,459 

- 

- 

501 

2,460 

13,536 

- 

- 

147 

2,062 

14,184 

- 

- 

278 

2,653 

13,768 

- 

- 

134 

2,996 

13,957 

- 

- 

215 

3,522 

そ の 他 支 出 の

差 額 は 産 学 連

携 等 支 出 の 増  

収入―支出 －  463 －  1,120 - 490 - 169 - 359  

  

「Ⅳ 事業に関する説明」 

（１）  財源構造の概略等   

 本学の経常収益は１８，１３１百万円で、その内訳は、運営費交付金収益８，０２４百万

円（４４．３％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益４，９４８百万円（２７．３％）、受託研

究収益１，３９９百万円（７．７％）、共同研究収益４７６百万円（２．６％）、その他収益３，

２８３百万円（１８．１％）となっている。  

 

（２）  財務データ等と関連付けた事業説明  

ア．大学セグメント   

横浜国立大学は、第３期中期目標・中期計画期間の方向性として、本学の伝統的な強みと

特色により教育研究機能を更に充実・強化し、国際都市横浜発のグローバルな貢献を成し得

る国立大学として、その責務を一層果たしていくことを目指している。 

平成２９年度の主な取組は、次のとおりである。 

（教育） 

・２学期６ターム制の導入 

平成２９年度学事暦において、２学期６ターム制の導入と祝休日開講を実施し、集中的な

学修を可能とした。なお、その利点により短期の海外留学や外部機関を通じた海外インター
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ンシップ等を促進した。 

 

（研究） 

・リスク共生学の確立と充実 

先端研究成果の社会実装の取組実績として、①リスク共生社会像を提示し、リスク共生（社

会）学の体系化した内容を書籍として出版するための原稿を完成させたこと、②リスク共生

社会のための評価プラットフォームを設計し、基本設計を完成させたこと、③先進科学シス

テムの社会総合リスク評価ガイドを策定し、水素ステーションのリスク評価に適用させたこ

と（次年度は水素の多様な分野に適用予定）の３つの取組があげられる。 

「ISO31000 規格」について、リスク共生の考え方を盛り込ませ２月に発行させた。この改

訂を受け、JIS31000 も現在改訂中である。さらに、ISO31000 の仕組みを拡張した新たな

JIS3100X も作成することについて、経済産業省と合意した。なお、ISO31000 は、ISO の全て

のリスクマネジメントシステムにリスク対応を組み込む際の骨格となる考え方に採用され

ており、マネジメントシステムの運用改革に多大な影響力を有しているものである。 

   

（社会連携・その他） 

・新駅誕生による地域貢献の促進 

平成３１年度に開業予定の相鉄・ＪＲ直通線の新駅名として「羽沢横浜国大」が発表され

たことを受け、本学のアクセスイメージが向上されることが期待される。当駅が設置される

羽沢地区では、大学が民間マンションを借り上げ教職員用宿泊室や学生寮を設置するなど、

地域の活性化を行ってきたところである。今後、地域連携推進機構において、新駅が置かれ

る当該地域のまちづくりに貢献し、地域の課題解決の一躍に取り組む。 

・地方自治体との連携 

 川崎市と連携・協力に関する協定を締結（平成３０年１月）し、社会課題の解決及び地域

社会の持続的な発展に資することを目的として、①次代を担う子どもや若者の教育・人材育

成に関すること、②産業の振興及び新たな活力と社会変革を促進するイノベーション推進に

関すること、③持続可能なまちづくり及び川崎らしい魅力の創出に関すること、④多様性を

活かしたグローバル都市の推進に関すること、の４つを連携・協力事項とした。 

また、箱根町と包括連携に関する協定を締結（平成３０年２月）し、社会課題の解決及び

地域社会の持続的な発展に資することを目的として、①観光振興に関すること、②まちづく

りに関すること、③教育振興に関すること、④前各号に揚げるもののほか、相互に連携・協

力することが必要と認められる事項に関すること、の４つなどを連携・協力事項とした。 

 

大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益６，１０２百万円（３９．

９％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益５，９５９百万円

（３８．９％）、受託研究収益１，３９９百万円（９．１％）、共同研究収益４７６百万円（３．

１％）、その他収益１，３７３百万円（９．０％）となっている。また、事業に要した経費

は、教育経費１，１８４百万円、研究経費１，３０２百万円、人件費８，８４７百万円、一

般管理費１７７百万円、その他費用が２，３１０百万円となっている。  
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イ．附属学校セグメント  

本学教育学部は小学校２校、中学校２校、特別支援学校１校の附属学校を有している。こ

れら附属学校では、地域や教育委員会と連携しつつ、教育実習、教育インターンなどの各種

実習科目や共同研究の充実を図るとともに、地域と教育課題を共有し、小中高連携教育の研

究等を通して、神奈川県における初等・中等・特別支援教育の先導的役割とその発信拠点・

交流拠点としての活動を強化することを目指している。 

平成２９年度の主な取組は、次のとおりである。 

・学部・研究科と附属学校の連携 

 附属学校と学部との間に置かれている附属学校部委員会の機能をさらに充実させ、教育実

習の在り方や人事交流等の課題、スクールカウンセラーの活用や教員のメンタルヘルスなど

の課題について、学部と学外の専門家が連携して継続的に検討・調整を行っている。また、

各附属学校の研究発表会、教育セミナーなどに際しては、大学教員が指導助言等を継続的に

行い、研究発表会では講師なども務めている。 

平成２９年度に設置された教育学研究科高度教職実践専攻(教職大学院)の連携協力校と

して、横浜中学校、横浜小学校、特別支援学校において学生１名を受け入れて学校実習・研

修等を行った。鎌倉小学校及び鎌倉中学校においても受け入れ体制を整備した。 

教員経験のない大学教員が附属学校における研究発表会に関与するよう要請し、研究集会

にのべ７５名(助言者含む)の教員が参加し、連携を図った。 

・教育課題への対応 

連携協議会を神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市・横須賀市教育委員会とともに実施

し、各地域における教育課題について情報共有した。また、教育懇談会を神奈川県教育委

員会とともに実施し、高大接続や学習評価研究、地域創生研究など今後の取組について協

議・検討した。 

ICT 教育や小中一貫教育、インクルーシブ教育等に関して、県下の教育委員会との連携・

協働し、各附属学校における研究発表会等を通して研究成果を県内外に公表、発信した。 

 

附属セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益７９９百万円（９０．３％ )、 

寄附金収益２９百万円（３．３％）、その他収益５６百万円（６．４％）となっている。  

また、事業に要した経費は、教育経費１６９百万円、人件費１，１９７百万円、その他費

用が２百万円となっている。  

 

ウ．法人共通セグメント  

本学の伝統的な強みと特色を十分に発揮し、ミッションを的確に実行するため、学長のリ

ーダーシップの下、全ての教職員がビジョンを共有して大学改革への主体的参画を高め、自

己変革により研究、教育、地域貢献、社会貢献の機能を最大化できるガバナンス体制を構築

するとともに、グローバル時代の諸課題の解明に向けた実践的学術の国際拠点を目指すべ

く、資源の戦略的・機動的な活用による全学一体の大学改革を不断に実行することを基本目

標としている。 

平成２９年度の主な取組は、次のとおりである。 

（業務運営の改善及び効率化） 



 

- 18 - 
 

・監事による機能強化 

監事が経営協議会、教育研究評議会等の会議のほか、各部局教授会や全学委員会にも出

席することにより、大学全体の状況を把握し日頃からガバナンス体制等について監査を行

う体制を構築した。  

また、監事監査の実施に際し、監事がガバナンス体制等幅広く大学運営に係る監査が実

施できることを目的とし、①予算・決算を始めとする財務内容、②内部監査室による監査

状況、③会計監査人による監査状況、④会計検査院による実地検査状況、⑤他大学の監事

監査の実施状況等について、定期的に情報交換を実施した。  

・事務組織体制の整備  

教育研究組織改編に対応し、効率的な事務体制の構築、業務集約化、適正な人事配置を

目指し、①次年度より企画戦略本部と総務部を再編統合し、さらに新たに広報機能を取り

込んだ「学長室」を設置し、学長がよりリーダーシップを発揮できる体制へと編成した。

②今年度設置した都市科学部の事務を所掌する理工学系大学院等事務部において複数部局

を行う事務部としての重要性から、事務長制から部課長制へと再編成し、指揮命令系統を

再整理した。  

・学内競争的経費拡充に向けた取組  

全学一体改組に向けた取組に対して重点的に支援する経費を学長戦略経費として優先的

に確保し、本学の機能強化を促進するため本学の先端的な研究拠点に対し経費配分した。

また、平成３０年度改組（理工学府、環境情報学府）に伴う事業についても、教育組織改

編への経費支援を行った。  

・職員の能力向上 

マネジメントの基本やリーダーシップの習得を目的として、「マネジメント・意識改革研

修」を実施した。  

 

（財務内容の改善）  

・寄附の受け入れ促進  

学長戦略ビジョンである「YNU アクションプラン」に掲げている教育研究の充実及び地

域貢献を実行することを目的として、基金趣意書簡易版を作成し、目標金額や実施事業等の

詳細を掲載した。学生支援の強化、若手研究者への支援の強化、グローバルもローカルも対

応できる人材の育成強化を呼びかけ、卒業生からの支援を受けることを目的として、発信を

行った。  

 

（自己点検・評価及び情報提供）  

・教育・研究成果の発信力の強化 

ウェブサイトの内容の充実、多言語化(英語以外)を目的として、国際展開検討ワーキン

ググループ（国際戦略推進機構）において検討を開始した。 

大学教育活動を広く発信するに当たり、①広報に関する基本方針を策定し、教育・研究

活動を広く発信するための体制を整備した。②広報誌での発信のほか、新聞広告や雑誌へ

の掲載、動画企画の活用を積極的に行った。 
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教育・研究成果の発信力強化を目的とし平成３１年度までにウェブサイトの全面リニュ

ーアルを行うため、ステークホルダーを明確化し、かつ閲覧性の向上について明記したウ

ェブサイトリニューアル方針を策定した。 

 

法人共通セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益１，１２２百万円（５

８．０％）、雑益５５４百万円（２８．７％）、補助金収益６８百万円（３．５％）、その他収

益１９０百万円（９．８％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費５１４百

万円、研究経費９百万円、人件費１，６３９百万円、一般管理費５８７百万円、その他費用

が８２百万円となっている。  

 

（３）課題と対処方針等  

教育研究の質の向上とそれを支える経営基盤の強化を実現すべく、種々の取組を進めて

いる。主な課題とその対応は、次のとおりである。 

・「本学の伝統的な強みと特色により教育研究機能を更に充実・強化し、国際都市横浜発の

グローバルな貢献を成し得る国立大学として、その責務を一層果たしていく」ため、大学

院３ポリシーの改訂作業に着手し、公表した。また、大学院教育を全学的に俯瞰でき、全

大学院に対して開かれた共通科目の開発・運営を通じて社会から要請されている全大学院

教育で必要とされる能力を涵養する教育体制の構築・評価を行うことで全学的な大学院教

育の強化を図り、本学大学院教育の質保証に資することを目的とし、次年度に「大学院教

育強化推進センター」を設置するため、体制を整備した。 

・「地域の自治体、企業、大学等と積極的に連携しながら、グローバルな視座を有しローカ

ルな課題に対応できる人材を育成するとともに、公共性ある国立大学の責務として大学の

知を広く社会に還元し、課題解決の一翼を担うことを目指す」ため、地域連携推進機構を

４月に設置し、地域連携活動および地域課題解決への先導的役割等を果たすとともに、地

域社会と連携する中核拠点となることを目指していく。また、学外からの相談窓口を本機

構とすることで、「窓口の一本化」による情報一元管理および共有化を進め、地域実践教育

研究センターを中心とした学内組織と連携して、より一層地域連携活動を推進していく。 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

１．予算、収支計画及び資金計画 

  （１）予算 

    決算報告書参照（http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/kessan.pdf） 

 

 （２）収支計画 

    年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（http://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiH29.pdf、 

 http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 

 

 （３）資金計画 

  年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 
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（http://www.ynu.ac.jp/about/project/current_year/pdf/nendokeiH29.pdf、 

 http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/pdf/zaimu.pdf） 

 

２．短期借入れの概要 

該当なし。 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  

（１）運営費交付金債務の増減額の明細  
 

                                                                            （単位：百万円）  

交付年度  期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費

交付金

収益 

資産見

返運営

費交付

金 

資本 

剰余金 
小計 

28 年度 8 - 6 - － 6 1 

29 年度 － 8,093 8,017 5 － 8,022 71 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細  

 

①平成２８年度交付分  

                                                                             （単位：百万円）  

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

 資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

 資本剰余金 － 

計 － 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
－ 

該当なし 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
6 

①費用進行基準を採用した事業等：特殊要因（退職

手当１件） 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：6 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：－ 

 ゥ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 6 百万

円を収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

6 

国 立 大 学 法 人  －  
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振替額 

合計  6  

 

 

①平成２９年度交付分  

                                                                             （単位：百万円）  

区分 金額 内  訳 

業 務 達 成 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
264 

①業務達成基準を採用した事業等：特別経費（プロ

ジェクト分３件） 

１. 教育戦略、２. 研究戦略、３. 国際・地域戦略 

②当該事業に係る損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：296（人件費：

167、その他の経費：128） 

イ）自己収入に係る収益計上額：授業料収益 22、

受託研究収益 9 

ウ）固定資産の取得額：教育研究用器具備品 3（う

ち自己収入取得分－）、図書 1（うち自己収入取

得分－）、ソフトウェア 1（うち自己収入取得分

－） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 教育戦略分については、平成２９年度計画に対し

て十分な効果を上げたと認められることから、運営

費交付金債務７５百万円を収益化。 

 研究戦略分ついては、平成２９年度計画に対して

十分な効果を上げたと認められることから、運営費

交付金債務１５４百万円を収益化。 

国際・地域戦略分については、平成２９年度計画に

対して十分な効果を上げたと認められることから、

運営費交付金債務３５百万円を収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
5 

資本剰余金 － 

計 

269 

期 間 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
7,177 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及

び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該事業に係る損益等 

 ア)損益計算書に計上した費用の額：7,177 

 イ)自己収入に係る収益計上額：－ 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

学生在籍者数が一定数（収容定員の 90％）を下回っ

た学種における定員未充足者数相当分（2 百万円）を

除き、期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額

収益化。 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 

7,177 

費 用 進 行 基 準

による振替額 

運 営 費 交 付 金

収益 
575 

①費用進行基準を採用した事業等：特別経費（年俸

制導入促進費１件）特殊要因（退職手当１件）他 

②当該事業に係る損益等 

ア)損益計算書に計上した費用の額：575 

 イ)自己収入にかかる収益計上額：0 

資 産 見 返 運 営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 
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計 

575 

 ウ)固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 575 百

万円を収益化。 

国 立 大 学 法 人

会計基準第 78

第 ３ 項 に よ る

振替額 

 

－ 

 

合計  8,022  

 

（３）運営費交付金債務残高の明細  

                                                                       （単位：百万円） 

交付年度  運営費交付金債務残高  残高の発生理由及び収益化等の計画  

28 年度  業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業 務

に係 る分  

－  

 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 務

に係 る分  
1 

・学生収容定員未充足相当額(1 百万円)として繰り越

したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返

納する予定である。  

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 務

に係 る分  

－  

 

計  1  

29 年度  業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業 務

に係 る分  

58 

・一般運営費交付金分（教育研究環境の整備充実事

業）については、教育学部講義棟８号館(都市科学部

講義棟)の改修(41 百万円)、及び経営学研究棟等の空

調機更新(17 百万円)の事業実施計画に基づき翌事業

年度に成果を達成できる見込みである。 

 

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 務

に係 る分  
2 

・学生収容定員未充足相当額(2 百万円)として繰り越

したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返

納する予定である。  

費 用 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 務

に係 る分  

10 

・PCB 廃棄物処理費(10 百万円)及び一般施設借料(0

百万円)の執行残であり、翌事業年度以降に使用する

予定である。  

計  71  
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（別紙）  

■財務諸表の科目 

  １．貸借対照表 

有 形 固 定 資 産 ：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有

形の固定資産。 

減 価 償 却 累 計 額 等 ：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産 ：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

そ の 他 の 固 定 資 産 ：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が

該当。 

現 金 及 び 預 金 ：現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

そ の 他 の 流 動 資 産 ：未収入金、有価証券等が該当。 

資 産 見 返 負 債 ：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り

替える。計上された資産見返負債については、当該償却資産の減価償

却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科

目）に振り替える。 

引 当 金 ：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上

するもの。退職給付引当金等が該当。 

そ の 他 の 固 定 負 債 ：資産除去債務、長期未払金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 債 務 ：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

そ の 他 の 流 動 負 債 ：預り科学研究費補助金等、寄附金債務、前受受託研究費、前受共同研   

究費、前受受託事業費等、預り金、未払金、未払消費税等、賞与引当   

金が該当。 

政 府 出 資 金 ：国からの出資相当額。 

資 本 剰 余 金 ：国から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等の相当

額。 

利 益 剰 余 金 ：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。前中期

目標期間繰越積立金、目的積立金、積立金が該当。 

   

  ２．損益計算書 

業 務 費 ：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教 育 経 費 ：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経

費。 

研 究 経 費 ：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教 育 研 究 支 援 経 費 ：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は

組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

人 件 費 ：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経

費。 
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そ の 他 の 業 務 費 ：受託研究費、共同研究費、受託事業費等、一般管理費が該当。 

財 務 費 用 ：支払利息、為替差損が該当。 

雑 損 ：返還金等が該当。 

運 営 費 交 付 金 収 益 ：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学 生 納 付 金 収 益 ：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

そ の 他 の 収 益 ：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益、施設費収益等。 

資 産 見 返 負 債 戻 入 ：取得時に資産見返負債が計上される償却資産について減価償却費が

計上される都度、当該資産見返負債から同額振り替えられる収益。 

財 務 収 益 ：受取利息、有価証券利息、為替差益等。 

臨 時 損 益 ：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目 的 積 立 金 取 崩 額 ：目的積立金から取り崩しを行った額。 

         

  ３．キャッシュ・フロー計算書 

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費

交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収

支状況を表す。 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向け

た運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を

表す。 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済

による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資 金 に 係 る 換 算 差 額 ：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

     

  ４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト ：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負

担すべきコスト。 

損 益 計 算 書 上 の 費 用 ：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損 益 外 減 価 償 却 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損 益 外 減 損 損 失 相 当 額 ：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。 

損 益 外 利 息 費 用 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損 益 外 除 売 却 差 額 相 当 額 ：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引 当 外 賞 与 増 加 見 積 額 ：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当

事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注
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記）。 

引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 ：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる

場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当

事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に

注記）。 

機 会 費 用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸

した場合の本来負担すべき金額等。 




